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証券コード　1921
平成30年６月８日

株 主 各 位
東京都中央区月島四丁目16番13号

取締役社長 深 沢 　 隆

第86回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当社第86回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出

席下さいますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することが

できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封
の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27
日（水曜日）午後５時までに到着するようご返送下さいますようお願い申し
上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月28日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区月島四丁目16番13号

当社本社２階会議室
（末尾の「株主総会会場ご案内」をご参照下さい。）

３．目的事項
報 告 事 項 １．第86期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監
査結果報告の件

２．第86期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書類報
告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案
第３号議案

取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件
監査等委員である取締役３名選任の件

以　上

－ 1 －

株主各位
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当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出下さいま
すようお願い申し上げます。
株主総会招集ご通知添付書類の、事業報告のうち「５．取締役の職務の執行が法令及び

定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制及び当
該体制の運用状況の概要」、連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」
につきましては、法令及び当社定款第12条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（http://www.tomoe-corporation.co.jp/）に掲載しておりますので、本添付書類
には記載しておりません。
なお、「連結注記表」及び「個別注記表」は、会計監査人が会計監査報告書を、監査等

委員会が監査報告書をそれぞれ作成するに際して監査した連結計算書類及び計算書類の一
部であります。
株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、

上記当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

－ 2 －

株主各位
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（添付書類）

事 業 報 告

(平成29年４月１日から)平成30年３月31日まで

１．企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、政府・日銀の経済政策により緩やかな回復

基調が続き、個人消費も雇用環境・所得の改善により持ち直しの動きが継続しており

ます。設備投資も、企業業績の改善・成長分野への対応等を背景に引き続き緩やかな

増加が見込まれております。一方で、アジア新興国等の経済の先行き不安や海外経済

の政策に関する不確実性の影響、金融資本市場の変動の影響等には引き続き留意が必

要な状況におかれました。

　当業界におきましては、依然として資材価格と労働者不足による労務費の上昇等、

不安定要素を抱えた状況にありますが、東京オリンピック・パラリンピック関連施設

の整備が本格的に進められる中、都心部を中心とした再開発や民間設備投資に引き続

き明るさが見られ、公共投資の動きも底堅く、全般的に堅調に推移いたしました。

　このような情勢下におきまして、当社グループは懸命な事業活動を展開いたしまし

た結果、当連結会計年度の受注高は、前期を５％下廻る303億７千４百万円、売上高に

つきましては前期を21％上廻る333億５千５百万円となりました。

　次にその内容について申し上げます。

　受注工事の主なものは、株式会社吉富運輸・神戸営業所物流ターミナル増築工事、

ヤマト運輸株式会社・成城支店新築工事、栃木県・栃木県総合スポーツゾーン新スタ

ジアム新築工事、日本放送協会札幌放送局・ＮＨＫ新札幌放送会館建設工事などであ

ります。

　売上高につきましては、鉄構建設事業が前期を20％上廻る295億５千１百万円となり

ました。不動産事業は、前期を34％上廻る38億４百万円となりました。

　売上高の構成比は、鉄構建設事業89％、不動産事業11％であります。

　なお、完成工事の主なものは、ＴＤＫ庄内株式会社・鶴岡東工場改修工事、サミッ

ト酒田パワー株式会社・酒田バイオマス発電所木質ペレット倉庫建設、東京電力パワ

ーグリッド株式会社・香取線鉄塔建替工事、青森県・新青森県総合運動公園陸上競技

－ 3 －

事業の経過及びその成果
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場新築工事などであります。

　以上の結果、次期への繰越高は前期を２％上廻る346億４千２百万円となりました。

当連結会計年度の企業集団の受注高・売上高・繰越高

（単位：百万円）

区 分 前 期 繰 越 高 当 期 受 注 高 当 期 売 上 高 次 期 繰 越 高

鉄 構 建 設 事 業 33,819 30,374 29,551 34,642

不 動 産 事 業 － 3,804 3,804 －

合 計 33,819 34,178 33,355 34,642

（注）１．不動産事業の当期受注高は、便宜上、その売上高を記載しております。

２．記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

　利益につきましては、工事採算の改善に努めた結果、経常利益は39億７千５百万円、

親会社株主に帰属する当期純利益は29億２千４百万円となりました。

(2) 設備投資等の状況

　当連結会計年度中の企業集団の設備投資等の状況につきましては、当社小山工場新

管理棟建設工事その他で７億３千７百万円の設備投資を実施いたしました。

(3) 資金調達の状況

　特記すべき事項はありません。

(4) 対処すべき課題

　今後のわが国経済の見通しにつきましては、国内外の需要の高まりを背景に緩やか

な回復基調が持続するものと考えられますが、新興国経済の先行き不安、欧州や米国

の今後の政策や金融資本市場の状況には留意する必要があると思われます。

　当業界におきましては、公共投資・民間設備投資と東京オリンピック・パラリンピ

ックに向けた整備の本格化により、概ね良好な市場環境にあるものの、慢性的な労働

力不足、ポスト五輪に向けた対策の検討など、引き続き予断を許さない状況におかれ

るものと思われます。

－ 4 －

事業の経過及びその成果、設備投資等の状況、資金調達の状況、対処すべき課題
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　当社グループといたしましては、このような情勢に対処するため、さらなる採算改

善努力や生産性向上を図り、引き続き「技術立社」を掲げ、独自技術開発の推進や鉄

構エンジニアリングの拡大を行い、部門間連携強化による顧客信頼度を確保し、企業

収益の向上を目指してまいる所存であります。

　株主の皆様におかれましては、なにとぞ今後ともご支援とご鞭撻を賜りますようお

願い申し上げます。

(5) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分
第　83　期

（26.4～27.3）
第　84　期

（27.4～28.3）
第　85　期

（28.4～29.3）
第　86　期

（29.4～30.3）

受 注 高 28,216百万円 21,581百万円 32,109百万円 30,374百万円

売 上 高 22,621百万円 28,767百万円 27,538百万円 33,355百万円

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,008百万円 2,116百万円 2,533百万円 2,924百万円

１株当たり当期純利益 25円35銭 53円40銭 63円99銭 73円88銭

総 資 産 55,455百万円 51,151百万円 49,709百万円 52,358百万円

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

②　当社の財産及び損益の状況の推移

区 分
第　83　期

（26.4～27.3）
第　84　期

（27.4～28.3）
第　85　期

（28.4～29.3）
第　86　期

（29.4～30.3）

受 注 高 28,216百万円 21,581百万円 32,109百万円 30,374百万円

売 上 高 22,606百万円 28,312百万円 27,538百万円 33,355百万円

当 期 純 利 益 943百万円 2,113百万円 2,370百万円 2,686百万円

１株当たり当期純利益 23円18銭 52円13銭 58円53銭 66円34銭

総 資 産 54,437百万円 50,255百万円 48,880百万円 51,190百万円

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

－ 5 －

対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移
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(6) 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

㈱札幌巴コーポレーション 50百万円 87.5％ 鋼構造物の製作、施工

㈱東北巴コーポレーション 80百万円 70.0％ 鋼構造物の製作、施工

(7) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

　当社グループは、当社、子会社２社及び関連会社２社で構成されており、建設業法

による特定建設業者（特－27第4607号）として国土交通大臣の許可と、宅地建物取引

業法による宅地建物取引業者（３）第87727号として東京都知事の免許を受けて、次の

事業を行っております。

鉄構建設事業………立体構造物・橋梁・鉄骨・鉄塔の設計、製作、施工並びに総

合建設工事の企画、設計、施工

不 動 産 事 業………不動産の売買、管理及び賃貸借並びにこれらの仲介

(8) 主要な営業所及び工場（平成30年３月31日現在）

本 社 東京都中央区月島四丁目16番13号

支 店 東 京 支 店 （ 東 京 都 中 央 区 ）

札 幌 支 店 （ 北 海 道 札 幌 市 ）

東 北 支 店 （ 宮 城 県 仙 台 市 ）

宇 都 宮 支 店 （栃木県宇都宮市）

名 古 屋 支 店 （愛知県名古屋市）

大 阪 支 店 （ 大 阪 府 大 阪 市 ）

九 州 支 店 （ 福 岡 県 福 岡 市 ）

工 場 小 山 工 場 （ 栃 木 県 小 山 市 ）

札 幌 工 場 （北海道北広島市）

十 和 田 工 場 （青森県十和田市）

－ 6 －

重要な子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所及び工場
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(9) 従業員の状況（平成30年３月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

鉄 構 建 設 事 業 379名 ５名減

不 動 産 事 業 ３名 －

全 社 （ 共 通 ） 39名 １名減

合 計 421名 ６名減

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

361名 ８名減 44.8歳 18.4年

(10) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,367百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 811

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 826

（注）平成30年４月１日付で株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変更してお

ります。

－ 7 －

従業員の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項



2018/05/30 15:36:13 / 17369122_株式会社巴コーポレーション_招集通知（Ｃ）

２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 140,000,000株

(2) 発行済株式の総数 40,763,046株（うち自己株式265,295株）

(3) 株　 　主　 　数 4,832名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 （千株） 持 株 比 率 （ % ）

株 式 会 社 泉 興 産 2,267 5.6

公 益 財 団 法 人 野 澤 一 郎 育 英 会 2,120 5.2

株 式 会 社 野 澤 2,038 5.0

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,023 4.9

住 友 不 動 産 株 式 会 社 1,978 4.8

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,929 4.7

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,928 4.7

野 澤 睦 雄 1,644 4.0

株 式 会 社 巴 技 研 1,481 3.6

三 井 物 産 株 式 会 社 1,186 2.9

（注）１．持株比率は自己株式（265,295株）を控除して計算しております。

２．平成30年４月１日付で株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は株式会社三菱ＵＦＪ銀行に商号変更し

ております。

－ 8 －

会社の株式に関する事項
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３．会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等（平成30年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

深 沢 　 隆 社長執行役員、事業部門長

代 表 取 締 役 住 野 榮 治 副社長執行役員、本社部門長

取 締 役 正 岡 典 夫
副社長執行役員、鉄構事業部長、事業開発統括、工場統括、
㈱札幌巴コーポレーション代表取締役社長

取 締 役 皆 川 宏 進 常務執行役員、建設事業部長、建設工事統括

取 締 役 髙 本 敏 行 常務執行役員、鉄構事業副事業部長、鉄構営業統括、西日本営業統括

取 締 役 鈴 木 信 行 常務執行役員、建設事業副事業部長、建設営業統括、東日本営業統括

取締役（常勤監査等委員） 堀 切 良 浩

取締役（常勤監査等委員） 梅 津 貴 司

取締役（監査等委員） 羽 倉 信 明

（注）１．取締役（監査等委員）堀切良浩、梅津貴司、羽倉信明の各氏は社外取締役であります。

２．取締役（常勤監査等委員）堀切良浩氏は、長年金融機関に在籍し、また事業会社の企画・経理

担当取締役としての経験があり、財務及び会計に関する相当の知見を有しております。

３．取締役（監査等委員）羽倉信明氏は、長年金融機関に在籍し、経理・財務業務に携わってきた

経験があり、財務及び会計に関する相当の知見を有しております。

４．社内の情報収集及び監査等の環境の整備を行うことにより、監査の実効性を高め、監査・監督

機能を強化するために、堀切良浩氏及び梅津貴司氏を常勤の監査等委員として選定しておりま

す。

５．社外取締役（監査等委員）堀切良浩、梅津貴司、羽倉信明の各氏は、東京証券取引所及び札幌

証券取引所の定めに基づく独立役員であります。

６．当社と各取締役（監査等委員）は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限度額

は、法令が規定する額としております。

－ 9 －

会社役員に関する事項
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(2) 当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

イ．当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 額

取締役（監査等委員を除く）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

６名
（－名）

164百万円
（－百万円）

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

３
（３）

32
（32）

合 計
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

９
（３）

197
（32）

（注）１．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成28年６月29日開催の第84回定時株

主総会において、年額300百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない）と決議い

ただいております。

２．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成28年６月29日開催の第84回定時株主総会

において、年額100百万円以内と決議いただいております。

ロ．社外役員が当社の子会社から受けた役員報酬等の総額

　該当事項はありません。

(3) 社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。

ロ．会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係

　該当事項はありません。

－ 10 －

会社役員に関する事項
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ハ．当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役（常勤監査等委員）

堀 切 良 浩

当事業年度に開催された取締役会８回のうち８回、監査等委員

会13回のうち13回に出席いたしました。取締役会の意思決定

の妥当性・適正性を確保するために、必要に応じ発言を行って

おります。また、監査等委員会においては、監査結果について

の意見交換等、委員長として大局的かつ専門的見地から、適宜

必要な発言を行っております。

取締役（常勤監査等委員）

梅 津 貴 司

当事業年度に開催された取締役会８回のうち８回、監査等委員

会13回のうち13回に出席いたしました。長年にわたる総合商

社での実務経験と実績を生かし、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するために、必要に応じ発言を行っておりま

す。

取締役（監査等委員）

羽 倉 信 明

当事業年度に開催された取締役会８回のうち８回、監査等委員

会13回のうち13回に出席いたしました。長年にわたる金融機

関と企業経営の経験と実績を生かし、経営から独立した客観

的・中立的な立場から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性

を確保するために、必要に応じ発言を行っております。

－ 11 －

会社役員に関する事項
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

支 払 額

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項の業務に
係る報酬等の額

24百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産
上の利益の合計額

24百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上

記の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査等委員会は、新日本有限責任監査法人の報酬について、会計監査人の監査計画の

内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り算出根拠などが適切であると判断し、これ

に同意いたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案

の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ

る場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場

合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会にお

いて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

－ 12 －

会計監査人の状況
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

販 売 用 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

機 械 ・ 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

25,285,504

6,083,159

6,069,778

9,678,602

119,092

2,062,282

487,475

798,072

△12,959

27,072,695

15,366,775

6,732,202

559,860

54,223

5,735,103

139,113

2,146,270

232,884

11,473,035

11,141,009

332,040

△14

流 動 負 債 15,146,354

支払手形・工事未払金等 8,778,260

短 期 借 入 金 730,590

未 払 法 人 税 等 1,143,829

未 成 工 事 受 入 金 2,808,181

完成工事補償引当金 49,751

賞 与 引 当 金 465,199

工 事 損 失 引 当 金 260,000

そ の 他 910,543

固 定 負 債 7,824,795

長 期 借 入 金 2,802,670

繰 延 税 金 負 債 2,924,381

役員退職慰労引当金 14,900

退職給付に係る負債 375,440

そ の 他 1,707,403

負 債 合 計 22,971,150

純 資 産 の 部

株 　 主 　 資 　 本 25,926,030

資 本 金 3,000,012

資 本 剰 余 金 1,749,049

利 益 剰 余 金 21,613,330

自 己 株 式 △436,361

その他の包括利益累計額 3,461,019

その他有価証券評価差額金 3,264,272

退職給付に係る調整累計額 196,746

純 資 産 合 計 29,387,049

資 産 合 計 52,358,200 負 債 ・ 純 資 産 合 計 52,358,200

－ 13 －

連結貸借対照表
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連 結 損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から)平成30年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 33,355,443

完 成 工 事 高 29,551,420

不 動 産 事 業 売 上 高 3,804,023

売 上 原 価 27,758,215

完 成 工 事 原 価 25,657,910

不 動 産 事 業 売 上 原 価 2,100,304

売 上 総 利 益 5,597,228

完 成 工 事 総 利 益 3,893,509

不 動 産 事 業 総 利 益 1,703,719

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,991,678

営 業 利 益 3,605,550

営 業 外 収 益 448,666

受 取 利 息 配 当 金 247,315

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 191,171

そ の 他 10,179

営 業 外 費 用 78,236

支 払 利 息 71,390

そ の 他 6,845

経 常 利 益 3,975,979

特 別 利 益 296,196

受 取 補 償 金 296,196

特 別 損 失 112,198

固 定 資 産 除 却 損 30,086

創 立 記 念 関 連 費 用 82,112

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,159,977

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,642,494

法 人 税 等 調 整 額 △407,496

当 期 純 利 益 2,924,979

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

2,924,979

－ 14 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から)平成30年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本
その他の包括利
益累計額(注)

純資産合計

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 3,000,012 1,749,049 19,012,335 △436,237 23,325,160 2,628,908 25,954,068

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △323,983 △323,983 △323,983

親会社株主に帰属

する当期純利益
2,924,979 2,924,979 2,924,979

自己株式の取得 △124 △124 △124

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
832,110 832,110

当 期 変 動 額 合 計 － － 2,600,995 △124 2,600,870 832,110 3,432,981

当 期 末 残 高 3,000,012 1,749,049 21,613,330 △436,361 25,926,030 3,461,019 29,387,049

（注）その他の包括利益累計額の内訳
(単位：千円)

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

その他有価証
券評価差額金

退職給付に係
る調整累計額

その他の包括利
益累計額合計

当 期 首 残 高 2,482,174 146,734 2,628,908

当 期 変 動 額

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
782,098 50,012 832,110

当 期 変 動 額 合 計 782,098 50,012 832,110

当 期 末 残 高 3,264,272 196,746 3,461,019

－ 15 －

連結株主資本等変動計算書



2018/05/30 15:36:13 / 17369122_株式会社巴コーポレーション_招集通知（Ｃ）

貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 預 金

受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金

不動産事業未収入金

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

販 売 用 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長期営業外未収入金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

24,376,352

4,734,286

846,424

5,156,397

66,956

10,004,015

45,412

2,062,282

487,618

986,385

△13,427

26,813,742

14,470,899

6,412,039

154,303

277,446

1,208

52,587

5,033,307

64,051

2,475,953

206,576

181,330

25,246

12,136,266

11,120,314

590,035

99,000

327,128

△212

流 動 負 債 14,769,666

支 払 手 形 1,689,600

工 事 未 払 金 7,089,656

短 期 借 入 金 730,590

未 払 金 367,985

未 払 法 人 税 等 1,086,811

未 成 工 事 受 入 金 2,808,181

完成工事補償引当金 49,751

賞 与 引 当 金 420,000

工 事 損 失 引 当 金 260,000

そ の 他 267,091

固 定 負 債 7,713,860

長 期 借 入 金 2,802,670

長期預り敷金保証金 1,346,271

繰 延 税 金 負 債 2,917,775

退 職 給 付 引 当 金 433,156

そ の 他 213,987

負 債 合 計 22,483,527

純 資 産 の 部

株 主 資 本 25,442,780

資 本 金 3,000,012

資 本 剰 余 金 1,658,242

資 本 準 備 金 1,658,242

利 益 剰 余 金 20,894,471

利 益 準 備 金 750,003

そ の 他 利 益 剰 余 金 20,144,468

固定資産圧縮積立金 3,365,650

別 途 積 立 金 7,700,000

繰 越 利 益 剰 余 金 9,078,817

自 己 株 式 △109,946

評 価 ・ 換 算 差 額 等 3,263,786

その他有価証券評価差額金 3,263,786

純 資 産 合 計 28,706,567

資 産 合 計 51,190,094 負 債 ・ 純 資 産 合 計 51,190,094

－ 16 －

貸借対照表
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損 益 計 算 書

(平成29年４月１日から)平成30年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 33,355,443

完 成 工 事 高 29,551,420

不 動 産 事 業 売 上 高 3,804,023

売 上 原 価 28,080,599

完 成 工 事 原 価 25,980,294

不 動 産 事 業 売 上 原 価 2,100,304

売 上 総 利 益 5,274,844

完 成 工 事 総 利 益 3,571,125

不 動 産 事 業 総 利 益 1,703,719

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,909,772

営 業 利 益 3,365,071

営 業 外 収 益 270,262

受 取 利 息 配 当 金 258,719

そ の 他 11,543

営 業 外 費 用 77,622

支 払 利 息 71,390

そ の 他 6,231

経 常 利 益 3,557,711

特 別 利 益 296,196

受 取 補 償 金 296,196

特 別 損 失 112,198

固 定 資 産 除 却 損 30,086

創 立 記 念 関 連 費 用 82,112

税 引 前 当 期 純 利 益 3,741,709

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,553,523

法 人 税 等 調 整 額 △498,668

当 期 純 利 益 2,686,854

－ 17 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書

(平成29年４月１日から)平成30年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

資本準備金 利益準備金
その他利益
剰余金(注)

当 期 首 残 高 3,000,012 1,658,242 750,003 17,781,597 △109,822 23,080,034 2,481,642 25,561,676

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △323,983 △323,983 △323,983

当期純利益 2,686,854 2,686,854 2,686,854

自己株式の取得 △124 △124 △124

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

782,144 782,144

当期変動額合計 － － － 2,362,870 △124 2,362,746 782,144 3,144,890

当 期 末 残 高 3,000,012 1,658,242 750,003 20,144,468 △109,946 25,442,780 3,263,786 28,706,567

（注）その他利益剰余金の内訳
(単位：千円)

固 定 資 産
圧縮積立金

別途積立金
繰 越 利 益
剰 余 金

その他利益
剰余金合計

当 期 首 残 高 4,050,783 7,700,000 6,030,814 17,781,597

当 期 変 動 額

固定資産圧縮
積立金の取崩

△685,132 685,132 －

剰余金の配当 △323,983 △323,983

当 期 純 利 益 2,686,854 2,686,854

当期変動額合計 △685,132 － 3,048,003 2,362,870

当 期 末 残 高 3,365,650 7,700,000 9,078,817 20,144,468

－ 18 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成3 0年５月1 4日

株式会社　巴コーポレーション

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 市 瀬 俊 司 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井 上 裕 人 

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社巴コーポレーションの平成29年４月

１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書

類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算

書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する

意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかに

ついて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めてい

る。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリス

クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため

のものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す

るために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社巴コーポレーション及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る

期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　上

－ 19 －

連結計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成3 0年５月1 4日

株式会社　巴コーポレーション

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 市 瀬 俊 司 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 井 上 裕 人 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社巴コーポレーションの平成29

年４月１日から平成30年３月31日までの第86期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附

属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め

られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細

書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための

手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附

属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制

の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に

関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに

経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

　以　上

－ 20 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第86期事業年度における取締役の

職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議

の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用

人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を

表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、

会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主

要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし

た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計

算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会

計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

－ 21 －

監査等委員会の監査報告
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと

認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統

制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は

認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成3 0年５月1 5日

株式会社　巴コーポレーション　監査等委員会

常勤監査等委員 堀 切 良 浩 

常勤監査等委員 梅 津 貴 司 

監 査 等 委 員 羽 倉 信 明 

（注）常勤監査等委員堀切良浩及び梅津貴司並びに監査等委員羽倉信明は、会社法第２条第15号及び第

331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上

－ 22 －

監査等委員会の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項

　当社は、長期的な観点から安定的配当に努め、経営基盤の充実と企業競争

力の強化を図るべく内部留保の充実に留意し、業績及び将来の見通し等総合

的な観点から利益還元を行うことを基本方針としております。

　第86期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業環境等を勘

案し、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類

金銭

２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金８円（普通配当６円、特別配当２円）

配当総額は、323,982,008円

３．剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月29日

－ 23 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除きます。以下、本議案において同じ

です。）全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つ

きましては、取締役６名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査等委員会において検討がなされました

が、意見はございませんでした。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１

ふか

深
さわ

沢
 

　
たかし

隆

（昭和30年２月26日生）

昭和52年４月　当社入社

平成14年６月　当社取締役、鉄構営業部門担当兼鉄構

営業第一部統括部長

平成17年７月　当社執行役員、事業開発部兼鉄構部門

担当

平成18年１月　当社常務執行役員

平成19年６月　当社取締役（現任）

平成20年６月　当社鉄構部門・事業開発部担当兼事業

開発部長

平成21年６月　当社専務執行役員、鉄構部門長、事業

開発部担当

平成22年６月　当社副社長執行役員

平成23年６月　当社事業部門長兼営業統括

平成24年６月　当社事業部門長（現任）

平成25年６月　当社代表取締役（現任）

平成26年６月　当社代表取締役社長兼社長執行役員

現在に至る

100,000株

【取締役候補者とした理由】

　当社事業における豊富な知識と経験を活かし、さらなる事業の拡大に貢献するとともに、当

社グループの経営を牽引し、経営の重要事項の決定、グループ全体の監督機能強化を期待でき

るものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

－ 24 －

取締役（監査等委員以外）選任議案
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

２

すみ

住
の

野
えい

榮
じ

治

（昭和23年７月22日生）

昭和46年４月　株式会社住友銀行（現株式会社三井住

友銀行）入行

平成６年10月　同行溜池支店長

平成８年10月　同行シカゴ支店長

平成10年10月　同行米州本部米州営業第一部長

平成11年10月　同行九州法人営業本部長

平成13年４月　株式会社三井住友銀行法人融資第一部長

平成14年10月　泉友不動産株式会社代表取締役社長

平成17年６月　当社入社、取締役兼副社長執行役員（現任）

平成18年４月　当社本社部門長（現任）

平成18年６月　当社代表取締役

現在に至る

10,000株

【取締役候補者とした理由】

　本社部門を管掌する取締役として、豊富な知識と経験を有しており、さらなる企業価値向上

に貢献できるものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

３

まさ

正
おか

岡
のり

典
お

夫

（昭和29年９月23日生）

昭和54年４月　当社入社

平成13年７月　当社営業本部鉄構設計部副統括部長

平成15年６月　当社鉄構営業部門鉄構技術部長

平成17年８月　当社事業開発部長兼鉄構部門鉄構営業

部副部長

平成19年５月　当社鉄構部門鉄構営業部長

平成20年４月　当社執行役員、鉄構部門担当兼鉄構営

業部長

平成22年５月　当社鉄構部門・鉄塔技術部担当兼鉄構

営業部長

平成22年10月　当社鉄構部門副部門長兼鉄構営業統括

平成23年６月　当社取締役（現任）兼常務執行役員、

工場副統括兼小山工場長

平成24年６月　当社工場統括兼小山工場長

平成26年６月　当社専務執行役員

平成28年４月　当社副社長執行役員、鉄構事業部長兼

事業開発統括（現任）

平成28年６月　株式会社札幌巴コーポレーション代表

取締役社長

現在に至る

20,300株

【取締役候補者とした理由】

　鉄構事業を管掌する取締役として、豊富な知識と経験を有しており、さらなる事業の拡大に

貢献できるものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります｡

－ 25 －

取締役（監査等委員以外）選任議案
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候補者
番 号

氏　　　　名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

４

みな

皆
がわ

川
こう

宏
しん

進

（昭和27年８月２日生）

昭和50年４月　当社入社

平成16年６月　当社建設部門建設工事部長

平成16年11月　当社執行役員、建設部門、安全部担当

平成19年５月　当社札幌支店長

平成23年６月　当社札幌支店長兼札幌事業部統括部長

平成24年４月　当社工事副統括

平成24年６月　当社工事統括(現任)

平成26年６月　当社取締役兼常務執行役員（現任）

平成28年４月　当社建設事業部長兼建設工事統括

現在に至る

11,300株

【取締役候補者とした理由】

　建設事業及び工事を管掌する取締役として、豊富な知識と経験を有しており、さらなる事業

の拡大に貢献できるものと判断し､引き続き取締役としての選任をお願いするものであります｡

５

たか

髙
もと

本
とし

敏
ゆき

行

（昭和29年８月７日生）

昭和48年４月　当社入社

平成17年８月　当社鉄構部門鉄構営業部副部長

平成20年４月　当社大阪支店長

平成22年10月　当社鉄構部門鉄構営業副統括兼鉄構営

業第一部長

平成23年６月　当社執行役員、事業部門営業副統括兼

鉄構営業第一部長兼営業管理部長

平成24年６月　当社鉄構営業統括（現任）

平成26年６月　当社常務執行役員（現任）

平成27年６月　当社取締役（現任）

平成28年４月　当社鉄構事業副事業部長兼西日本営業

統括

現在に至る

14,100株

【取締役候補者とした理由】

　鉄構事業を担当する取締役として、豊富な営業経験と実績を活かし、さらなる事業の拡大に

貢献できるものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

－ 26 －

取締役（監査等委員以外）選任議案
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候補者
番 号

氏　　　　名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の株式の数

６

すず

鈴
き

木
のぶ

信
ゆき

行

（昭和26年５月11日生）

昭和47年４月　当社入社

平成17年７月　当社建設部門建設営業部長

平成19年９月　当社東北支店長

平成22年10月　当社東京支店長兼建設部門建設営業部長

平成23年６月　当社執行役員、営業副統括兼東京支店長

平成24年６月　当社建設営業統括（現任）

平成26年６月　当社常務執行役員（現任）

平成28年４月　当社建設事業副事業部長兼東日本営業

統括（現任）

平成28年６月　当社取締役

現在に至る

12,600株

【取締役候補者とした理由】

　建設事業を担当する取締役として、豊富な営業経験と実績を活かし、さらなる事業の拡大に

貢献できるものと判断し、引き続き取締役としての選任をお願いするものであります。

（注）取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

－ 27 －

取締役（監査等委員以外）選任議案
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第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件

　監査等委員である取締役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満

了となります。つきましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願い

するものであります。

　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

　監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

１

ほり

堀
きり

切
よし

良
ひろ

浩

（昭和34年３月１日生）

昭和56年４月　株式会社日本興業銀行（現株式会社み

ずほ銀行）入行

平成14年１月　同行大阪営業第三部第二班副参事役

平成19年４月　株式会社みずほ証券金融・公共法人営

業グループ統括部長

平成20年７月　市光工業株式会社執行役員経理本部長

平成24年４月　保土谷化学工業株式会社執行役員経理

部長

平成26年６月　同社取締役兼常務執行役員

平成28年６月　当社社外取締役（監査等委員）

現在に至る

900株

【社外取締役候補者とした理由】

　平成28年６月に当社監査等委員である取締役に就任後、これまでの経験をもとに有益な発言

を頂いていることから、引き続き監査等委員である社外取締役としての選任をお願いするもの

であります。

－ 28 －

監査等委員である取締役選任議案
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当社
の 株 式 の 数

２

は

羽
ぐら

倉
のぶ

信
あき

明

（昭和22年12月22日生）

昭和46年４月　株式会社三菱銀行（現株式会社三菱UFJ

銀行）入行

平成９年５月　株式会社東京三菱銀行（現株式会社三

菱UFJ銀行）理事　秋葉原支店長

平成11年５月　ダイヤモンド・ビジネス・エンジニア

リング株式会社（現エム・ユー・ビジ

ネス・エンジニアリング株式会社）取

締役社長

平成12年８月　ビジョン・キャピタル・コーポレーシ

ョン代表取締役社長

平成22年６月　当社社外監査役

平成28年６月　当社社外取締役（監査等委員）

現在に至る

2,500株

【社外取締役候補者とした理由】

　平成28年６月に当社監査等委員である取締役に就任後、これまでの経験をもとに有益な発言

を頂いていることから、引き続き監査等委員である社外取締役としての選任をお願いするもの

であります。

３

かみ

神
や

谷
しょう

省
じ

次

（昭和29年11月３日生）

昭和55年４月　当社入社

平成11年12月　当社設計本部建設設計部副統括部長

平成15年６月　当社建設部門建設営業部長

平成16年６月　当社執行役員、建設部門担当兼東京支

店長兼建設営業設計部長

平成16年11月　当社常務執行役員

平成17年６月　当社取締役

平成18年４月　当社建設部門長

平成21年６月　当社専務執行役員

平成23年６月　当社事業部門副部門長兼工事統括兼設

計統括

平成24年６月　当社事業部門副部門長

平成26年６月　当社取締役兼副社長執行役員

平成27年３月　株式会社泉興産代表取締役副社長

平成30年３月　同社代表取締役社長

現在に至る

（重要な兼職の状況）

株式会社泉興産代表取締役社長

35,300株

【取締役候補者とした理由】

　当社業務内容に精通し、多角的な観点から職務を適切に遂行できると判断し、新任の監査等

委員である取締役としての選任をお願いするものであります｡

－ 29 －

監査等委員である取締役選任議案
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（注）１．当社は、神谷省次氏が所属する株式会社泉興産と取引関係があります。その他の候補者と当社

との間には特別の利害関係はありません。

２．堀切良浩、羽倉信明の各氏は、社外取締役候補者であります。

３．堀切良浩氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって２年となります。当社は同氏との間で、当社定款及び会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める額に限定する契

約を締結しております。

４．羽倉信明氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総

会終結の時をもって２年となります。なお、同氏は社外取締役就任前、当社業務執行者でない

役員（社外監査役）に６年間従事しておりました。当社は同氏との間で、当社定款及び会社法

第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法令が定める額に

限定する契約を締結しております。

５．堀切良浩、羽倉信明、神谷省次の各氏が取締役に選任された場合、当社は各氏との間で、当社

定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項に定める損害賠償責任を法

令が定める額に限定する契約を締結する予定であります。

６．堀切良浩、羽倉信明の各氏につきましては、東京証券取引所及び札幌証券取引所に対し、独立

役員として届け出る予定であります。

以　上

－ 30 －

監査等委員である取締役選任議案



2018/05/30 15:36:13 / 17369122_株式会社巴コーポレーション_招集通知（Ｃ）

メ　　モ

メモ
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株主総会会場ご案内

会　　場：東京都中央区月島四丁目16番13号　当社本社２階会議室

電　　話：０３－３５３３－５３１１(代表)

アクセス：地下鉄／都営大江戸線勝どき駅下車　Ａ２ｂ出口より徒歩３分

←至豊海水産埠頭
勝どき駅

勝どき
サンスクエア

勝どき
ビュータワー

交番

月島第二
小学校

巴コーポレーション本社至晴海
↓

三菱ＵＦＪ銀行 月島第一小学校

清澄通り
至月島・門前仲町→

勝
ど
き
橋

晴
海
通
り

月
島
川

隅田川

西仲橋

西仲通り

月島橋
東日本銀行

Ｎ
↑

至築地・銀座

A2b出口

お願い：駐車場の準備がないため、車でのご来場はご遠慮下さい。

地図




